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在宅重症難病患者のレスパイト入院補助金事業および「短期入院」のレセプトデータ調査   

 

研究分担者  菊池 仁志（村上華林堂病院） 

研究協力者  森 龍子（村上華林堂病院 地域連携室）、北野 晃祐（同 事務部）、 

深川 知栄（同 看護部）、田代 博史(同 在宅診療部)、井上 賢一(同 神経内科) 

 

研究要旨 

レスパイト入院の受け入れの促進を図ることを目的として、全国 47都道府県に難病患者のレスパイ
ト入院の受け入れに関する補助金給付の実態調査を行った結果、31都道府県で補助金給付が行われてい
た。主には、人工呼吸器装着患者で 1日あたり 19000 円、14日間の入院期間の設定であった。26都道
府県に事業実績があるものの都道府県でばらつきがみられた。さらに、重症神経難病患者に対するリハ
ビリテーションや医療的処置・評価のための「短期入院」を積極的に受け入れている施設のレセプトデ
ータを解析したところ、「短期入院」では、1日平均額 41,523 円ほどの費用を必要としていることが判
明した。本研究結果は、今後の難病政策の参考になりうると考えられる。 
 

A. 研究目的  

   神経難病患者の在宅療養を長期的に支え
ていくためには、家族の救済のためのレスパ
イト入院やリハビリテーションや適切な医
療的処置並びに評価のための短期入院は必
要とされている。しかしながら、全国的には
そのような入院を受け入れる病院は十分で
はない。そこで、本研究では各都道府県にお
ける難病患者のレスパイト入院の受け入れ
に関する補助金給付の実態を把握し、レスパ
イト入院の促進のための参考とする。さらに、
レスパイトのみならずリハビリや医療処置、
病状評価などを行う「短期入院」に関して、
レセプトデータを用いた医療費の実態調査
を行うことで、短期入院にかかる費用を算出
し、経済的側面を検証する。 

 

B. 研究方法  

全国47都道府県の難病対策の担当部署に
アンケート調査を行い、難病患者の一時入
院（レスパイト入院）の受け入れに対する
補助金給付の実態を把握する。アンケート
内容は、在宅難病患者一時入院受け入れ医
療機関への補助金給付の有無、要件、補助
金額、実績などに関しての回答を依頼する。 

レセプトデータ調査では、補助金事業で
の入院を「レスパイト入院」、期間を区切っ
た短期間の入院により患者の状態評価やリ

ハビリテーションなどを実施する入院を
「短期入院」と区分して、短期入院に関し
ては、重症神経難病患者の短期入院を積極
的に受け入れている施設のレセプトデータ
を解析する。対象は、在宅難病患者一時入
院事業の補助金的適応に相応する患者（人
工呼吸器装着患者等）。調査内容としては、
短期入院にかかる 1日/1 回あたりの費用の
レセプトデータを基に疾患名、年齢、性別、
在院日数、入院期間、総額医療費、1日当た
りの入院基本料、人工呼吸器加算、内服薬
の種類と金額、胃管(PEG）、リハビリに関す
る算定などのデータを収集し、短期入院に
かかる医療費の実態を把握した。 

(倫理面への配慮)個人情報等に関しては、
厳重に配慮するための規定を定め、村上華
林堂病院倫理委員会の審査で承認を受けて
いる。 

 

C. 研究結果 

レスパイト入院の補助金調査に関しては、
全 47 都道府県より回答を得た。（回答率
100％）そのうち 31 都道府県で補助金給付
を行っていた。適応要件は、人工呼吸器装
着患者をしている都道府県が多く、22 施設
が 1日 19000 円の助成で、多くは 14 日間の
入院期間の設定であった。26 都道府県で事
業実績があった。補助金給付制度のある都
道府県からの意見としては、入院事業のば
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らつきによる公平性の不十分さ、財政的な
支援のみならず、制度や施設など総合的な
取り組みを検討する必要性などが挙げられ
ていた。補助金給付制度のない地域では、
多くの地域で財政面の不足が大きな問題で
あった。 

レセプトデータ調査に関しては、セプト
データを 74 医療機関に依頼したところ、25
施設より提供された（回答率 34％）。入院病
棟の内訳は、障害者施設等 12件、地域包括
ｹｱ病棟 5件、一般病棟 7件であった。「短期
入院」の期間は、平均 11 日。「短期入院」
にかかる医療費は、1日平均額 41,523 円で
あり、下限 28,641 円～上限 77,499 円であ
った。また、1日当たりのリハビリテーショ
ンにかかる医療費は、平均2918円であった。 

 

D. 考察 

全国的には、半数以上の都道府県でレスパ
イト入院に対する補助金助成制度を有して
いた。実績は都道府県でかなりばらつきはあ
り、その理由としては財源だけではなく受け
入れ施設の問題や全体としての制度の不十
分さなどが指摘されていた。今後難病患者の
レスパイト入院を普及させるに当たっては、
助成金の給付の格差の是正などに加え、医療
機関の受け入れ態勢などを含めた総合的な
支援が必要であると考えられる。 

また、在宅重症神経難病患者の「短期入院」
においては、患者家族の一時的休息のためば
かりでなく、医療安全上の理由から患者の状
態評価、投薬、PEG 管理、人工呼吸器管理な
どは必須であり、リハビリテーションによる
状態維持が必要とされる。レスパイト入院に
おいてもそのような対応は必要であり、かつ
有効である。重度神経難病患者の「短期入院」
に 1日平均額 41,523 円ほどの費用が発生し
ている事実は、難病患者の入院に関する診療
報酬なども含めた施策の参考となると考え
られる 

 

E. 結論 

在宅神経難病患者に対して、在宅療養の
継続には、リハビリテーションや適切な医

療処置、評価を行うための「短期入院」は
必須である。本研究結果は、今後の難病政
策の参考になりうると考えられる。 
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